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つ論じていく。まず，第 1 節で「3 中全会決定」のうち農村発展にかかわる政





第 1 節　3 中全会決定にみる都市と農村の発展戦略
3 中全会決定では，農村・農業だけを単独対象とした項目は立てられていな
いが，むろんそれは同政策が重要でないからではない。依然として人口の半分
は農村部で生計を立てており，加えて 2 億 3000 万人の農民工が都市部に居住
している現状からすれば，農民全体の生活向上を図るためには，農業生産力を
向上させると同時に出稼ぎ労働者の生活改善を図っていく必要があるからだ。
第 2 章でみたように「3 中全会決定」においては，農村・農業政策は習政権が
重視する都市化政策と深く関連づけられている。本節では，3 中全会決定に加






































































なわち，2020 年までに都市常住の農業からの移転人口 1 億人の戸籍を転換し，
バラック地区（中国独自の呼び方で，居住環境が劣悪な地区）に住む出稼ぎ農民



























指　　　　　　　標 2012 年実績 2020 年目標
都市化水準
常住人口都市化率（%） 52.6 60 前後
戸籍人口都市化率（%） 35.3 45 前後
基本的公共サービス




都市常住人口*の基本年金保険カバー率（%） 66.9 ≧ 90
都市常住人口の基本医療保険カバー率（%） 95 98








都市家庭のブローバンド化（Mbps） 4 ≧ 50
都市部コミュニティー総合サービス施設カバー率（%） 72.5 100
資源環境














に 6 カ月以上その地に居住する人口で，2013 年現在 53.7%の常住人口都市化率





年の都市常住人口 8 億 3400 万人（全人口比 60%），都市戸籍人口 6 億 2000 万人


































































































































（２）　市区人口 50 万～100 万の都市は秩序立てて戸籍化制限を開放する
（３）　市区人口 100 万～300 万の大都市は合理的に戸籍化制限を開放する














































































































































人当たり 10 万元前後となる（岡本 2014，35-36）。つぎに，便益である。岡本
は，同論考において，中国の 2010 年産業連関表を用いて，都市人口が１%増









（出所）岡本（2014） の表 4 を筆者が整理。  



















































市戸籍申請者に要求できる最低加入期間は，中規模都市（人口 50 万～100 万人）




































うとするのか，当面の回答は第 13 次 5 カ年長期計画で示されることになろう。







⑵　ここでの分析は，『中国通信』2014 年 12 月 25 日，29 日付けほか，に依拠している。
⑶　中国では農地の所有は行政上の「村」などを単位とする集団所有であり，各農家は共
同所有権者という位置づけとなっている。









⑻　たとえば，以下の報告書がある。World Bank and Development Research Center of 
the State Council, the People’s Republic of China （2014）。
⑼　岡本（2014）が紹介している国家統計局の報告「2013 年我国農民工調査観測報告」
によれば，農民工の 64%は東部沿海地域に集中している。
